
自治体立

58.9%
( 201病院)

国立

6.5%
(22病院)

公的

17.0%
(58病院)

その他

17.6%
( 60病院)

へき地医療拠点病院

令和３年４月１日現在

自治体立

36.7%
(110病院)

国立

18.0%
(54病院)

公的

20.3%
(61病院)

その他

25.0%
( 75病院)

救命救急センター

令和４年７月１日現在

341病院 300病院

自治体立

38.7%
( 271病院)

国立

12.8%
(90病院)

公的

19.1%
(134病院)

その他

29.4%
( 206病院)

地域災害拠点病院

701病院

自治体立

38.5%
(114病院)

国立

16.9%
(50病院)

公的

24.3%
(72病院)

その他

20.3%
( 60病院)

地域周産期母子医療センター

令和４年４月１日現在

296病院

自治体立

51.8%
(29病院)

国立

23.2%
(13病院)

公的

17.9%
(10病院)

その他

7.1%
( 4病院)

第一種感染症指定医療機関

令和３年１０月１日現在

自治体立

37.0%
(131病院)

国立

17.2%
(61病院)

公的

20.3%
(72病院)

その他

25.4%
( 90病院)

地域がん診療連携拠点病院

56病院 354病院

令和４年４月１日現在 令和４年４月１日現在

病院数 病床数

849 201,893

(10.4%) (13.5%)

316 124,079

(3.9%) (8.3%)

345 105,769

(4.2%) (7.1%)

6,672 1,065,115

(81.5%) (71.2%)

全　　　体

国　　　立

公　　　立

公　　　的

そ　の　他

8,182 1,496,856

（出典：厚労省調査より作成）

○全国の病院に占める
公立病院の割合

○自治体病院の役割

※表は医療施設動態調査（令和４年３月末）（厚労省）より作成
※表の「公立病院」は、地方公営企業の病院及び公営企業型地方独
立行政法人病院
※表の「公的病院」は、公立大学附属病院や日本赤十字社、済生会、
厚生連等が開設・運営する病院

 全国の病院に占める公立病院の割合は、病院数で約１０％、病床数で約１４％。

 民間病院の立地が困難なへき地等における医療や、救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊

部門に係る医療、民間病院では限界のある高度・先進医療の多くを公立病院が担っている。

全国の病院に占める公立病院の役割
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所在市区町村

の人口

病 院 数
※地独法を含む

合計 ８４９

23区及び指定都市

30万人以上

10万人～30万人

５万人～10万人

３万人～５万人

３万人未満

７３

６３

１５８

１７１

１２２

２６２

○ 公立病院の約６５％は１０万人未満
市町村に、約３１％は３万人未満
市町村に所在

全公立病院の
６５．４％

全公立病院の
３０．９％

※ 表の病院数は、令和３年度における地方公営企業の病院及び公営企業型
地方独立行政法人病院（建設中の病院を除く。）

【所在市区町村人口区分別の公立病院数】

○ へき地等を多く抱える都道府県ほど、

全病床数に占める公立病院の病床数
の割合が高い傾向にある

【公立病院の病床数の割合が高い都道府県】

（出典：令和３年度医療施設調査（厚労省） ）

（参考） 東京都 ８．３％
大阪府 １１．３％

都道府県名 割合（％）
公立病院の病床数

／全病床数

山形県 ４４．９ ５，０２５／１１，１８２

岩手県 ４１．７ ５，３０４／１２，７２７

青森県 ３８．２ ５，１２０／１３，３８６

富山県 ３１．６ ４，０１７／１２，６９４

滋賀県 ３１．５ ３，８２２／１２，１５１

山梨県 ３１．４ ２，７３７／８，７２４

静岡県 ３０．７ ９，３４９／３０，４０６

和歌山県 ３０．３ ３，４１８／１１，２８０

岐阜県 ３０．２ ４，９１１／１６，２７５

島根県 ２９．９ ２，３４７／７，８５７

公立病院（地方独立行政法人を含む）の立地
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出典：地方公営企業決算状況調査
（注１）公営企業型地方独立行政法人病院を含む。
（注２）各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、差引数値等が一致しない場合がある。

年度
項目

公立病院損益収支の状況

29 30 R1 2 3 (B)－(A) 

(A) (B) （A)

総 収 益 50,013 51,016 52,070 55,285 58,401 5.6

（うち他会計繰入金） 6,082 6,203 6,302 6,493 6,384 △ 1.7

経 常 収 益 49,694 50,652 51,713 54,399 57,515 5.7

うち 医 業 収 益 43,657 44,487 45,526 44,360 46,676 5.2

うち 国庫（県）補助金 197 254 231 4,926 6,224 26.3

総 費 用 50,998 51,877 53,054 53,919 55,105 2.2

経 常 費 用 50,461 51,337 52,693 53,149 54,259 2.1

う ち 医 業 費 用 47,930 48,811 50,056 50,370 51,452 2.1

純 損 益 △ 985 △ 860 △ 984 1,366 3,296 141.2

経 常 損 益 △ 767 △ 685 △ 980 1,251 3,256 160.3

累 積 欠 損 金 19,005 19,498 19,908 19,062 16,682 △ 12.5

経 常 収 支 比 率 98.5 98.7 98.1 102.4 106.0 －

医 業 収 支 比 率 91.1 91.1 91.0 88.1 90.7 －

修 正 医 業 収 支 比 率 86.4 86.3 86.2 81.2 83.1 －

（単位：億円、％）
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公立病院経常収支の状況（黒字・赤字病院の割合）（地方独立行政法人を含む）

49.6%

53.6%

55.2%

58.4%

61.7%

60.3%

58.6%

62.8%

42.8%

27.6％

50.4%

46.4%

44.8%

41.6%

38.3%

39.7%

41.4%

37.2%

57.2%

72.4％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

24年度

25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

R01年度

R02年度

R03年度

全病院数に占める経常損失・経常利益を生じた病院数の割合 経常損失を生じた病院数

経常利益を生じた病院数

▲1.19％

＋0.10％

H26改定は消費増税分を
除けば実質▲1.26％

▲0.46%

▲0.07%

赤字 黒字

【参考】
診療報酬の実質改定率

▲1.31％
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公立病院経営強化の推進

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化
ガイドライン」の策定・地方団体への通知・公表

総務省 ＜令和４年３月＞

「公立病院経営強化プラン」の策定

地方団体 ＜令和４年度又は５年度中＞

(1) 役割・機能の最適化と連携の強化
・ 地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能
・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能
・ 機能分化・連携強化

(2) 医師・看護師等の確保と働き⽅改⾰
・ 医師・看護師等の確保（特に、不採算地区病院等への医師派遣を強化）
・ 医師の働き⽅改⾰への対応

(3) 経営形態の⾒直し
(4) 新興感染症の感染拡⼤時等に備えた平時からの取組
(5) 施設・設備の最適化
・ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制
・ デジタル化への対応

(6) 経営の効率化等
・ 経営指標に係る数値⽬標

公⽴病院経営強化プランの内容 機能分化・連携強化のイメージ（例）

連携を強化

基幹病院

基幹病院以外の
不採算地区

病院等

急性期機能を集約

医師派遣・
遠隔診療等

医師・看護師等を確保 回復期機能・初期救急等を
担う

病院事業債（100％）

25%
元利償還金に応じ

て算入

【病院事業債】

《通常の整備》

各公⽴病院の役割・機能を明確化・最適化し、連携を強化。
特に、地域において中核的医療を⾏う基幹病院に急性期機能を集約して医師・看
護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回復期機能・初期救急等を担うなど、
双⽅の間の役割分担を明確化するとともに、連携を強化することが重要。

病院事業債（100％）

40%
元利償還金に応じて算入

《機能分化・連携強化に伴う整備（特別分）》

※元利償還金の１／２について一般会計から繰出

※元利償還金の２／３について一般会計から繰出

○ 公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直しに取り組んできたが、依然として経営状況は厳しく、
以下の課題に対応しながら地域医療提供体制を確保するためには、経営を強化していくことが重要。

・人口減少、少子高齢化に伴う医療需要の変化 ・医師・看護師等の不足
・医師の時間外労働規制への対応 ・新興感染症への備え 等
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○ 策定時期 令和４年度⼜は令和５年度中に策定
○ プランの期間 策定年度⼜はその次年度〜令和９年度を標準
○ プランの内容 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、地域

の実情を踏まえつつ、必要な経営強化の取組を記載

○ 公⽴病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の⾒直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不⾜、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化
に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。

○ また、コロナ対応に公⽴病院が中核的な役割を果たし、感染症拡⼤時の対応における公⽴病院の果たす役割の重要性が改めて認識されると
ともに、病院間の役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保などの取組を平時から進めておく必要性が浮き彫りとなった。

○ 今後、医師の時間外労働規制への対応も迫られるなど、さらに厳しい状況が⾒込まれる。
○ 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最⼤限効率的に活⽤するという視点を最も
重視し、新興感染症の感染拡⼤時等の対応という視点も持って、公⽴病院の経営を強化していくことが重要。

第１ 公⽴病院経営強化の必要性

第２ 地⽅公共団体における公⽴病院経営強化プランの策定

(1) 役割・機能の最適化と連携の強化
・ 地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能
・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能
・ 機能分化・連携強化

(2) 医師・看護師等の確保と働き⽅改⾰
・ 医師・看護師等の確保（特に、不採算地区病院等への医師派遣を強化）
・ 医師の働き⽅改⾰への対応

(3) 経営形態の⾒直し
(4) 新興感染症の感染拡⼤時等に備えた平時からの取組
(5) 施設・設備の最適化
・ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制
・ デジタル化への対応

(6) 経営の効率化等
・ 経営指標に係る数値⽬標

公⽴病院経営強化プランの内容

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン｣の概要

○ 都道府県が、市町村のプラン策定や公⽴病院の施設の新設・建替等
にあたり、地域医療構想との整合性等について積極的に助⾔。

○ 医療資源が⽐較的充実した都道府県⽴病院等が、中⼩規模の公⽴病
院等との連携・⽀援を強化していくことが重要。

第３ 都道府県の役割・責任の強化

○ 病院事業担当部局だけでなく、企画・財政担当部局や医療政策担当
部局など関係部局が連携して策定。関係者と丁寧に意⾒交換するとと
もに、策定段階から議会、住⺠に適切に説明。

○ 概ね年１回以上点検・評価を⾏い、その結果を公表するとともに、
必要に応じ、プランを改定。

第４ 経営強化プランの策定・点検・評価・公表

○ 機能分化・連携強化に伴う施設整備等に係る病院事業債（特別分）
や医師派遣に係る特別交付税措置を拡充。

第５ 財政措置

各公⽴病院の役割・機能を明確化・最適化し、連携を強化。
特に、地域において中核的医療を⾏う基幹病院に急性期機能を集約し
て医師・看護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回復期機能・初
期救急等を担うなど、双⽅の間の役割分担を明確化するとともに、連
携を強化することが重要。

（令和４年３⽉29⽇付け総務省⾃治財政局⻑通知）
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第１ 公立病院経営強化の必要性

○ 公⽴病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の⾒直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不⾜、⼈⼝減少・少⼦
⾼齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。

○ 中でも不採算地区病院をはじめとする中⼩規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に厳しい状況に置かれ
ているため、経営強化の取組により、持続可能な地域医療提供体制を確保していく必要がある。

１ 公⽴病院の経営状況

○ 公⽴病院は、新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と⼊院患者の受⼊れをはじめ、発熱外来の設置やＰＣ
Ｒ検査、ワクチン接種等で中核的な役割を果たしており、感染症拡⼤時に公⽴病院の果たす役割の重要性が改めて認識された。

○ ⼀⽅、感染拡⼤が進む中で、医療提供体制に特に多⼤な負荷がかかった地域においては、各病院の機能分化・連携強化等を通じた役
割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の取組を平時からより⼀層進めておく必要性が浮き彫りとなった。

２ 新型コロナウイルス感染症対応における公⽴病院の役割と課題

○ 地域医療構想については、各都道府県における第８次医療計画（令和６年度〜令和11年度）の策定作業と併せて、令和４年度及び
令和５年度において、「地域医療構想に係る各医療機関の対応⽅針の策定や検証・⾒直しを求める」こととされたところであり、公⽴
病院にもその対応が求められている。

○ 医師の働き⽅改⾰については、医師の時間外労働規制が令和６年度から開始される。医師の労働環境の改善は重要な課題であるが、
現在でも医師不⾜に直⾯している公⽴病院にとって、さらに厳しい状況となることが⾒込まれ、対策は喫緊の課題である。

○ 医師偏在対策については、都道府県による医師確保計画の策定や医学部における地域枠等の設定・拡充など、令和18年を⽬標年と
して取組が進められている。引き続き、国において構造的な対策を講じていくとともに、各都道府県においても取組が求められる。

○ 新興感染症等への対応については、第８次医療計画から「新興感染症等の感染拡⼤時における医療」が記載事項に追加されることも
踏まえ、公⽴病院においても、感染拡⼤時に備えた平時からの取組を進める必要がある。

３ 国の医療政策の動向と公⽴病院の課題

○ 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最⼤限効率的に活⽤するという視点
を最も重視し、新興感染症の感染拡⼤時等の対応という視点も持って、公⽴病院の経営を強化していくことが重要。

○ そのためには、地域の中で各公⽴病院が担うべき役割・機能を改めて⾒直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する
「機能分化・連携強化」を進め、中核的医療を⾏う基幹病院に急性期機能を集約し医師・看護師等を確保するとともに、基幹病院から
不採算地区病院をはじめとする基幹病院以外の病院への医師・看護師等の派遣等の連携を強化していくことが重要である。

４ 公⽴病院経営強化の基本的な考え⽅
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公立病院の経営状況 ①

○ 公⽴病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の⾒直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不⾜、⼈⼝減少・少⼦
⾼齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。

＜参考１＞これまでの公⽴病院改⾰における再編・ネットワーク化の実績

＜参考２＞公⽴病院数及び病床数の⽐較

＜参考３＞令和３年度末時点の経営形態の⾒直し状況

＜参考４＞経常損失を⽣じた公⽴病院数の割合 ⾚字 ⿊字

⼀部適⽤
２９１病院

（３４．３％）

全部適⽤
３７９病院

（４４．６％）

独⽴⾏政法⼈
１００病院

（１１．８％）

指定管理者
７９病院

（９．３％）

病院数 H14
（ピーク時） H20 R3 増減率

（H20→R3）
増減率

（H14→R3）

病院数 1,007 943 849 ▲10.0% ▲15.7%

病床数 239,921 228,280 201,893 ▲11.6% ▲15.9%

H20〜H26実績 H27〜R2実績 合計
【参考】
実施中

（枠組合意）

再編・ネットワーク化
関連病院数 126公⽴病院 67公⽴病院 193公⽴病院 60公⽴病院
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単位︓％

○ 中でも不採算地区病院をはじめとする中⼩規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に厳しい状況に置かれ
ているため、経営強化の取組により、持続可能な地域医療提供体制を確保していく必要がある。
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病床規模が小さくなるにつれ、修正医業収支比率が悪化している。 9



（注）１．は、「新型コロナウイルス感染症対策に係る各医療機関内の病床の確保状況・使用率等の報告」（厚生労働省）における、令和３年12月１日～令和５年５月３日
の各実績日時点における平均の病床数。
２．は、厚生労働省よりG-MIS（医療機関等情報支援システム）のデータ提供を受け、令和３年２月～令和５年４月の月末時点の期間合計の患者数。
（参考）は医療施設動態調査、地方公営企業決算統計より。

※「公立病院」とは、地方公営企業法が適用される病院及び公営企業型地方独立行政法人が運営する病院をいう。

新型コロナウイルス感染症対応における公立病院の役割

１．各都道府県の保健・医療提供体制確保計画の新型コロナウイルス感染症患者向けの病床数

① 全病院の平均総数 ② うち公立病院 ③ 公立病院のシェア②／①

最大確保病床数 ４４，０９３ １２，９８９ ２９％

即応病床数 ３３，８８１ ９，６６９ ２９％

※最大確保病床数：コロナ患者の受入要請があれば患者受入を行うこととして都道府県と調整済みの、ピーク時の最大病床数
※即応病床数：都道府県が定める現時点でのフェーズにおいて、都道府県からの要請に応じてコロナ患者を受け入れることとして都道府県病床確保計画に

定められている病床数

○ 全国の病床数に占める公立病院の割合は約１３％であるが、コロナ患者受入れのための確保病床数や人工呼吸

器使用患者数に占める公立病院の割合は約３割となっており、コロナ対応において公立病院はその規模以上に重

要な役割を果たしている。

① 全病院の総数 ② うち公立病院 ③ 公立病院のシェア②／①

人工呼吸器等
使用入院患者数

７，１４５ ２，０１０ ２８％

２．人工呼吸器等使用コロナ入院患者数

● 全国の病床数に占める公立病院の病床数は約１３％
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改正感染症法における医療機関の役割

改正感染症法（令和６年４月施行）の概要

※「公的医療機関等」 ︓公⽴医療機関、公的医療機関、⺠間医療機関のうち健康保険組合等が設⽴する医療機関、国⽴病院機構、労働者健
康安全機構、国が開設する医療機関等

※「特定機能病院」 ︓⾼度の医療を提供する能⼒を有する病院として厚⽣労働⼤⾂が承認した病院（⼤学病院を中⼼に87病院が指定）
※「地域医療⽀援病院」︓紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利⽤の実施等を⾏い、かかりつけ医等への⽀援を通じて地域医療の

確保を図る病院として、都道府県知事が個別に承認した病院（685病院が指定）

○義務付けられる医療（第36条の２）の主な内容
・患者を⼊院させ、必要な医療を提供すること
・感染症にかかっていると疑われる者の診療を⾏うこと
・外出⾃粛患者の健康状態の報告を求めること 等

規定 公的医療機関等 特定機能病院
地域医療⽀援病院

その他の医療機関

医療提供の義務等（第36条の２） ○ ○ ×

上記を講じていない場合の
都道府県知事の指⽰・勧告（第36条の４第１項第１号）

指⽰ 勧告 ー

上記医療提供の実施状況の報告を求めること
（第36条の５第１項第１号）

○ ○ ー

協定の締結等（第36条の３） 任意 任意 任意

上記協定に基づく措置を講じていない場合の
都道府県知事の指⽰・勧告（第36条の４第１項第２号）

指⽰ 勧告 勧告

上記協定に基づく措置の実施状況の報告を求めること
（第36条の５第１項第２号）

○ ○ ○

医療提供を担う医療機関の設置に係る国、都道府県からの補助
（第60条第３項、第62条第３項）

○ ○ ○

○協定（第36条の３）の主な内容
・第36条の２のうち当該医療機関が講ずべき医療提供の内容
・個⼈防護具の備蓄の実施の有無
・その他協定実施に必要な事項 等

※ 既存の第１種、第２種感染症指定医療機関の設置及び運営に対する補助は指定医療機関⼀律に対象としており、医療機関の種別より差はない。
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令和４年３月４日

第７回第８次医療計画に
関する検討会 資料１
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令和４年３月４日

第７回第８次医療計画に
関する検討会 資料１
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令和５年５月２５日 第１２回地域医療構想及び医師確保計画に関するWG
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令和５年５月２５日 第１２回地域医療構想及び医師確保計画に関するWG
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医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■これまでの我が国の医療は医師の⻑時間労働により⽀えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の⾼度化、少⼦化に伴う医療の担い⼿
の減少が進む中で、医師個⼈に対する負担がさらに増加することが予想される。

■こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本⼈にとってはもとより、患者・国⺠に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改⾰や、各職種の専⾨性を活かして患者により質の⾼い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き⽅改⾰に取り組む必要がある。

医師の働き⽅改⾰

【業務が医師に集中】

【労務管理が不⼗分】

⻑時間労働を⽣む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き⽅改⾰の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適⽤（2024.4〜）
地域医療等の確保

医療機関が医師の労働時間
短縮計画の案を作成
評価センターが評価
都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正
国⺠の理解と協⼒に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進
タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡⼤・明確化）

特に救急、産婦⼈科、外科や若⼿の
医師は⻑時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休⽇労働【医師の⻑時間労働】

＜⾏政による⽀援＞
・医療勤務環境改善⽀援センター
を通じた⽀援

・経営層の意識改⾰（講習会等）
・医師への周知啓発 等

医療機関に適⽤する⽔準 年の上限時間 ⾯接指導 休息時間の確保
Ａ （⼀般労働者と同程度） 960時間

義務

努⼒義務
連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間

※2035年度末
を⽬標に終了 義務Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専⾨研修）
1,860時間

C-2  （⾼度技能の修得研修）

患者への病状説明や⾎圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が⾏われていない医療機関も存在

全ての医療専⾨職それぞれが、⾃らの能⼒を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保
⾯接指導

健康状態を医師がチェック
休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 ⽬指す姿

対策

⼀部、法改正で対応

法改正で対応

令和４年３月４日

第７回第８次医療計画に関する検討会 資料１
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令和４年３月４日

第７回第８次医療計画に
関する検討会 資料１
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県立病院等における機能分化・連携強化の事例

川西市立市立川西病院
（250床）

医療法人協和会協立病院
（313床） 川西市立総合医療センター

（405床）

取組後（R4.9～）

兵庫県川西市の取組

＜取組による主な効果＞

・ 市立川西病院と医療法人協和会協立病院について、
地域の医療機能分化・連携を進めるため、令和４年
度の新病院への統合に合わせ、急性期病床を削減
し、不足している高度急性期病床及び回復期病床
の充実化を実施。

・高度急性期機能を新たに担ったことにより、救急車
の市内搬送率の向上など医療機能の充実が図られ
た。また、機能の充実に合わせ医師を確保。
※ 医師数：７４人（統合前）→８３人（Ｒ５）

・ 新病院は医療法人協和会を指定管理者として運営。

急性期

奈良県南和地域の取組

南和広域医療企業団（１市３町８村及び県で構成）

吉野町国保吉野病院
（98床）

大淀町立大淀病院
（275床）

奈良県立五條病院（199床）

吉野病院
（96床）

取組後（H28.4～）

五條病院（71床）

南奈良総合医療センター
（232床）

応援、兼務等

急性期

回復期・慢性期

回復期・慢性期

＜取組による主な効果＞

・ 新設した南奈良総合医療センターに急性期機能を
集約し、他の２病院の急性期機能を回復期・慢性期
に転換することで、切れ目のない医療提供体制を
構築。

・ 病院再編に伴い、県内医育大学の協力の下、基幹
病院への指導医をはじめ専門医の派遣を確保。
※ 医師数： ４５人（H27） → ６６人（Ｒ３）

・ 南奈良総合医療センターから不採算地区病院やへ
き地診療所への医師の応援・派遣を強化。

急性期

急性期

（一財）三友堂病
院（187床）

米沢市立病院
（322床）

＜取組による主な効果＞

・ 機能分化・医療連携を行い、急性期を担う米沢市
立病院と回復期・慢性期を担う（一財）三友堂病院
を同一敷地内に一体的な建物として両病院を建設
し、安心して生活できる医療環境を提供。
※ 令和５年度に、同時開院予定。

・ 米沢市と（一財）三友堂病院とで地域医療連携推進
法人を設立。その中で両病院の連携を進める予定。

・ （一財）三友堂リハビリテーションセンターは、
（一財）三友堂病院に集約化予定。

山形県米沢市の取組

取組後（R5.11～）

（一財）三友堂リハビリテーションセンター
（120床）

（一財）三友堂病院
（199床）

米沢市立病院
（263床）

同一敷地内に
一体的な建物を建設

ＣＭ方式（※）を採用し、設計段
階等において民間事業者等
の専門的な知見を活用

※ CM方式：工事監督業務等に係る発注
関係事務の一部又は全部を民間委託
する方法

取組前

取組前

取組前
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第２ 地方公共団体における公立病院経営強化プランの策定

○ 病院事業を設置する地⽅公共団体は、経営強化プランを策定し、病院事業の経営強化に総合的に取り組むものとする。
○ 公⽴病院を巡る状況は、その⽴地条件や医療機能などにより様々であり、経営強化に係るプランの内容は⼀律のものとはなり得ない
ことから、各地⽅公共団体が、各々の地域と公⽴病院が置かれた実情を踏まえつつ、本ガイドラインを参考に経営強化プランを策定し、
これを主体的に実施することが期待される。

○ 経営強化プランは、「地域医療構想の進め⽅について」（令和４年３⽉24 ⽇付け厚⽣労働省医政局⻑通知）により、当該公⽴病院の
地域医療構想に係る具体的対応⽅針として位置付けることとされていることも踏まえ、地域医療構想と整合的であることが求められる。

２ 経営強化プランの対象期間

３ 経営強化プランの内容

○ 地域に必要な医療提供体制を確保するためには、病院間の機能分化・連携強化、医師・看護師等の確保、働き⽅改⾰の推進等の公⽴
病院の経営強化のための取組が急務となっている。

○ 各都道府県において第８次医療計画の策定作業が進められ、その作業と併せて、令和４年度及び令和５年度において、地域医療構想
に係る各医療機関の対応⽅針の策定や検証・⾒直しを⾏うこととされているため、地域において各病院が担う役割・機能を早期に調
整・確定させていく必要がある。

○ 以上を踏まえ、令和４年度⼜は令和５年度中に策定するものとする。

※ 既に前ガイドラインに基づくプランの改定を⾏っている場合や地⽅独⽴⾏政法⼈が中期計画を策定している場合は、上記の期間中
に、本ガイドラインで要請している事項のうち不⾜している部分を追加⼜は別途策定することで⾜りる。

１ 経営強化プランの策定時期

○ 策定年度⼜はその次年度から令和９年度までの期間を標準とする。

※ プランの対象期間は５年間程度とすることを求めており、単年度計画などをもって代えることは適当でない。

○ 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、概ね次の各事項を記載するものとする。
(1) 役割・機能の最適化と連携の強化 (4) 新興感染症の感染拡⼤時等に備えた平時からの取組
(2) 医師・看護師等の確保と働き⽅改⾰ (5) 施設・設備の最適化
(3) 経営形態の⾒直し (6) 経営の効率化等

※ プランの策定主体は、公⽴病院ではなく、当該病院を設置する地⽅公共団体である。
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公⽴病院経営強化プラン策定状況

○第１回調査（令和４年７⽉末時点）では策定予定年度を令和５年度までとした病院が85.1％（726病院）あり、検討中とした
病院が14.4％（123病院）あった。

○第２回調査（令和５年３⽉末時点）では、すべての公⽴病院（849病院）で令和４年度中に策定済⼜は令和５年度に策定予定
となっている。

公立
病院数

策定（予定）年度

令和４年度
策定済

令和５年度
策定予定

令和６年度以降
策定予定

849 140 709 0

(16.5%) (83.5%) (0.0%)

公立病院経営強化プラン策定状況

公立
病院数

策定（予定）年度

令和４年度 令和５年度 検討中 その他
（策定済含む） （廃止予定等）

853 220 506 123 4

(25.8%) (59.3%) (14.4%) (0.5%)

85.1％

100％

※第１回調査

※第２回調査

調査結果
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公立病院経営強化プラン策定状況、機能分化・連携強化の検討状況

機能分化・連携強化の検討状況

○第１回調査（令和４年７⽉末時点）では、機能分化・連携強化について「関係病院間で合意済」・「関係病院間で検討中」・
「⾃病院で検討中」とした病院は33.2％（283病院）であった。

○第２回調査（令和５年３⽉末時点）では、策定済病院のうち機能分化・連携強化に関する記載のある病院、未策定病院のうち
「関係病院間で合意済」・「関係病院間で検討中」・「⾃病院で検討中」とした病院は、合わせて66.4％（564病院）であっ
た。

公立
病院数

機能分化・連携強化の検討状況

関係病院間で
合意済

関係病院間で
検討中

自病院で
検討中

今後検討 検討予定なし その他

853 127 96 60 472 61 37

(14.9%) (11.3%) (7.0%) (55.3%) (7.2%) (4.3%)

調査結果

※第１回調査

※第２回調査

公立
病院数

策定済病院（140病院） 未策定病院（709病院）

機能分化・連
携強化の記

載あり

機能分化・連携
強化の記載なし

関係病院間で
合意済

関係病院間で
検討中

自病院で
検討中

今後検討
検討予定
なし（※）

その他

849 135 5 112 122 195 237 32 11

（15.9%） （0.6%） （13.2%） （14.4%） （23.0%） （27.9%） （3.8%） （1.3%）

66.4％

33.2％

（※）既に機能分化・連携強化を実施している病院や、精神科等単科である病院が多い。 21



医師の働き方改革に向けた取組状況（労働時間の把握状況）①

調査結果

医師の働き⽅改⾰に向けた取組状況 〜⾃病院での労働時間の把握状況について〜

○第１回調査（令和４年７⽉末時点）では、医師の⾃病院での労働時間の把握状況については、73.6％（628病院）が把握済で
あり、26.4％は把握できていない状況であった。第２回調査（令和５年３⽉末時点）では、86.8％（737病院）が把握済と
回答しているが、依然として13.2％（112病院）は把握できていないため、引き続き令和５年度中の把握に向けた対応を促す
必要がある。

把握済
令和４年度中に

把握予定
令和５年度に
ずれこむ予定

その他

853病院中
628 147 42 36

(73.6%) (17.2%) (4.9%) (4.2%)

26.4％

把握済
令和５年度に
把握予定（※）

その他

849病院中
737 88 24

(86.8%) (10.4%) (2.8%)

13.2％

※第１回調査

※第２回調査

（※）明らかにA⽔準に収まる⾒込みであるため把握が遅れている病院がある。
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医師の働き⽅改⾰に向けた取組状況 〜副業・兼業先を含めた労働時間の把握状況について〜

○第１回調査（令和４年７⽉末時点）では、医師の副業・兼業先も含めた労働時間については、51.1％(436 病院)が把握済で
あり、48.9％（417病院）は把握できていない状況であった。第２回調査（令和５年３⽉末時点）では64.2％（545病院）
が把握済と回答しているが、依然として35.8％（304病院）は把握できていないため、引き続き令和５年度中の把握に向けた
対応を促す必要がある。

医師の働き方改革に向けた取組状況（労働時間の把握状況）②

把握済
令和４年度中に

把握予定
令和５年度に
ずれこむ予定

その他

853病院中
436 228 104 85

(51.1%) (26.7%) (12.2%) (10.0%)

48.9％

把握済
令和５年度に

把握予定
その他

849病院中
545 236 68

(64.2%) (27.8%) (8.0%)

35.8％

調査結果

※第１回調査

※第２回調査
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○特例⽔準に該当しないと回答した病院については、62.3％（531病院）から71.1％（604病院）に増加しており、特例⽔準の要否
の検討が進んでいる。しかし、特例⽔準の取得について検討中と回答している病院が⼀定数あることから、引き続き、取組を促す
必要がある。

該当病院
特例水準（要件）

要件該当する
（該当するか検討中も含む）

うち
（実数） 取得意向あり 取得意向なし 検討中

849病院中
240病院

連携B（医師を派遣する病院） 57 12 15 30

B（救急医療等） 227 125 43 59

C-1（臨床・専門研修） 95 40 22 33

C-2（高度技能の修得研修） 35 5 9 21

合計 延べ414 延べ182 延べ89 延べ143

医師の働き方改革に向けた取組状況（特例水準）

医師の働き⽅改⾰に向けた取組状況 〜特例⽔準について〜

該当病院
（実数）

特例水準（要件）
要件該当する

（該当するか検討中も含む）
うち

取得意向あり 取得意向なし 検討中

853病院中
308病院

連携B（医師を派遣する病院） 109 26 11 72

B（救急医療等） 271 131 27 113

C-1（臨床・専門研修） 122 46 15 61

C-2（高度技能の修得研修） 61 11 8 42

合計 延べ563 延べ214 延べ61 延べ288

特例⽔準の申請・指定状況 （第１回調査）※令和４年７⽉末時点 ※14病院は無回答等

特例⽔準の申請・指定状況 （第２回調査）※令和５年３⽉末時点 ※５病院は無回答等

※62.3％（531病院）が特例⽔準の要件に該当しないと回答

※ 71.1％（604病院）が特例⽔準の要件に該当しないと回答

調査結果

288/563≒51.2％

143/414≒34.5％
24



医師の働き方改革に向けた取組状況（宿日直許可）

医師の働き⽅改⾰に向けた取組状況 〜宿⽇直許可について〜

○宿日直許可の取得・申請状況

a b c d

取得したい
すべての診療
科・時間帯で

取得済

取得したい
診療科・時間帯
のうち一部で

取得済

取得したいが
全く取得して

いない
取得意向なし 無回答

853
病院中

323 82 401 33 14
(37.9%) (9.6%) (47.0%) (3.9%) (1.6%)

○上記b、c（計483病院）のうち、宿日直許可の申請状況

申請済
令和５年度ま
でに申請予定

検討中 申請予定なし その他

483
病院中

12 245 202 8 16
(2.5%) (50.7%) (41.8%) (1.7%) (3.3%)

○第１回調査（令和４年７⽉末時点）では宿⽇直許可の取得状況については、37.9％（323病院）が取得済であるが47.0％（401病院）
が取得意向はあるものの取得していない状況であり、取得意向がある病院のうち申請済は2.5％（12病院）と少なく、令和５年度まで
に申請予定が50.7％（245病院）と最も多かった。

○第２回調査（令和５年３⽉末時点）では、43.6％（370病院）が取得済であり第１回調査時からそれほど増加していないが、申請済の
割合が2.5％（12病院）から19.7％（91病院）に増加していることから、各病院において検討が進められていることが伺える。また、
その際、検討中と回答した病院が41.8％（202病院）から29.2％（135病院）に減少した。

○宿日直許可の取得・申請状況

a b c d

取得したい
すべての診療
科・時間帯で

取得済

取得したい
診療科・時間
帯のうち一部

で取得済

取得したいが
全く取得して

いない
取得意向なし 無回答

849 370 127 336 16 0

病院中 (43.6%) (15.0%) (39.6%) (1.9%) (0.0%)

○上記b、c（計463病院）のうち、宿日直許可の申請状況

申請済
令和５年度に

申請予定
検討中 その他

463 91 237 135 0

病院中 (19.7%) (51.2%) (29.2%) (0.0%)

調査結果

※第１回調査 ※第２回調査
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第３ 都道府県の役割・責任の強化 ①

○ 都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想や医師確保計画等を策定するとともに、これを実現するための措置（地域医療構想調整会
議の設置、協議が調わない場合の要請・指⽰・命令等、基⾦による財政⽀援等）を講じることができることとされており、持続可能な地
域医療提供体制を確保していく上で、⼤きな役割・責任を有している。

○ 市町村等が経営強化プランを策定するに当たり、策定段階から地域医療構想調整会議の意⾒を聴く機会を設けることなどを通じて地域
医療構想や医師確保計画等との整合性を確認するとともに、これまで以上に経営強化プランの内容について積極的に助⾔すべきである。

○ 特に、機能分化・連携強化の取組については、複数の市町村が関係する取組や、都道府県と市町村との取組、公的病院や⺠間病院等と
の取組も考えられることから、必要な機能分化・連携強化の取組が経営強化プランに盛り込まれるよう、積極的に助⾔すべきである。

○ 医師確保の取組は、医師確保計画や当該計画に基づく取組と密接に関連するものであることから、都道府県⽴病院等をはじめとする基
幹病院から不採算地区病院等への医師派遣の強化等を含め、医師確保計画の充実を図っていくことが重要である。

１ 市町村の経営強化プラン策定に当たっての助⾔

○ 病院施設の新設・建替等が⼀度⾏われれば、その後の医療需要等の経営環境の変化や病院機能の⾒直しに柔軟に対応することが困難に
なるケースも想定されることから、収⽀状況の点検に加え、地域の医療提供体制のあり⽅の観点からも、しっかりとした検討を⾏うこと
が必要である。

○ そのため、都道府県は、⾃らが設置する病院施設に加え、管内市町村等の病院施設の新設・建替等に当たっては、持続可能な地域医療
提供体制の確保の観点から、当該公⽴病院の役割・機能、必要な機能分化・連携強化の取組、適切な規模、医師・看護師等の確保⽅策、
収⽀⾒通し等について、地域医療構想等との整合性を含めて⼗分に検討し、積極的に助⾔すべきである。

○ その際、病床利⽤率が低⽔準な病院や、今後の⼈⼝減少が特に厳しいと⾒込まれる過疎地域等の病院にあっては、収⽀⾒通し等につい
て慎重な検討が必要であることから、都道府県が特に積極的に助⾔することが期待される。

２ 管内公⽴病院の施設の新設・建替等に当たっての助⾔

※ 「地域医療構想の進め⽅について」（令和４年３⽉24 ⽇付け厚⽣労働省医政局⻑通知）においては、「公⽴病院については、病院事
業を設置する地⽅公共団体は、2021年度末までに総務省において策定する予定の『持続可能な地域医療提供体制を確保するための公⽴
病院経営強化ガイドライン』を踏まえ、病院ごとに『公⽴病院経営強化プラン』を具体的対応⽅針として策定した上で、地域医療構想
調整会議において協議する。」とされている。

このため、経営強化プランのうち「役割・機能の最適化と連携の強化」などの地域医療構想に関わる部分については、策定後のみな
らず、策定段階から地域医療構想調整会議を活⽤して関係者の意⾒を聴くなど、丁寧な合意形成に努めるべきである。

※ 本ガイドラインにおいては、都道府県に対し、都道府県を含む各地⽅公共団体が策定した経営強化プランと、地域医療構想や医師確
保計画等との整合性を確認するよう求めており、当該確認がなされたプランに基づく取組に対して財政措置を講じることとしている。

※ 公⽴病院の新設・建替等については、これまで同様、地域医療構想との整合性に係る都道府県の意⾒に基づき適当と認められるもの
に係る病院事業債の元利償還⾦について地⽅交付税措置を講じることとしている。 26



○ 上記１から３までのような助⾔等を都道府県が適切かつ効果的に実施していくためには、市町村の⾏財政運営や公営企業の経営につい
て助⾔する⽴場にあり、市町村執⾏部とも意思疎通を図る機会の多い市町村担当部局と、医療政策担当部局や病院事業担当部局が連携・
協⼒して、市町村への助⾔や調整を⾏っていくことが重要である。

第３ 都道府県の役割・責任の強化 ②

○ 市町村の中⼩規模の病院の経営を強化する観点からは、都道府県⽴病院等（都道府県が参画する⼀部事務組合、広域連合⼜は地⽅独⽴
⾏政法⼈の病院を含む。以下同じ。）の果たす役割は⼤きい。こうした都道府県⽴病院等が、過疎地域や離島を含めた地域における医
師・看護師等の確保に重要な役割を果たしているケースとして、以下の事例がある。
1) 県⽴中央病院や県が参画する機能分化・連携強化により整備された基幹病院から過疎地域等の中⼩病院に医師を派遣する事例
2) 県と離島に所在する市町村とで組織する広域連合や⼀部事務組合が運営する病院を起点とし、離島の病院や町村⽴の診療所に医師

を派遣する事例
3) 県と市町村とで構成する地⽅独⽴⾏政法⼈が、地域医療連携推進法⼈制度も活⽤し、関係病院等間で医師・看護師等を相互に派遣

する事例
○ 今後、⼈⼝減少や医師・看護師等の不⾜により過疎地域等の病院経営がますます厳しくなる中で、持続可能な地域医療提供体制を確保
していくためには、こうした事例も参考にしつつ、⽐較的医療資源が充実し、経営基盤も安定した都道府県⽴病院等が、不採算地区病院
をはじめとする中⼩規模の公⽴病院・診療所との連携・⽀援を強化していくことが重要である。

３ 都道府県⽴病院等の役割

４ 都道府県庁内における部局間の連携

※ 都道府県の関係部局においては、以下を踏まえ、連携・協⼒して市町村への助⾔や調整を⾏っていくことが期待される。
・本ガイドライン（総務省⾃治財政局⻑通知）の宛先は、「各都道府県知事（各都道府県財政担当課、市町村担当課、都道府県⽴病院

担当課、医療政策担当課扱い）」としていること。
・厚⽣労働省から各都道府県知事宛てに発出された「地域医療構想の進め⽅について」（令和４年３⽉24 ⽇付け同省医政局⻑通知）に

おいては、「2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る⺠間医療機関も含めた各医療機関の対応⽅針の策定や検証・⾒
直しを⾏う。」「公⽴病院については、（中略）病院ごとに『公⽴病院経営強化プラン』を具体的対応⽅針として策定した上で、地
域医療構想調整会議において協議する。」とされていること。 27

※ 都道府県⽴病院等は、持続可能な地域医療提供体制を確保していく上で⼤きな役割・責任を有している都道府県が設置する病院であ
ることから、当該病院が属する地域全体の医療提供体制の確保や地域医療構想の実現のために、不採算地区病院をはじめとする中⼩規
模の公⽴病院との機能分化・連携強化や医師・看護師等の派遣などに積極的に取り組むことが期待される。

なお、その際には、今般拡充した財政措置（本ガイドライン第５(2)(3)及び財政通知に記載）の活⽤が可能である。



都道府県庁内における部局間の連携
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公立病院経営強化に係る都道府県の取組状況

調査結果

都道府県庁の取組状況
○公⽴病院への調査に加えて、都道府県に対して公⽴病院経営強化に係る取組状況について調査を実施した。

○第１回調査（令和４年7⽉末時点）では都道府県庁内（市町村担当課、医療政策担当課、県⽴病院担当課）の連携状況については、
87.2％（41団体）が連携していたが、第２回調査（令和５年３⽉末時点）では93.6％（44団体）に増加した。

○経営強化プランの策定段階から地域医療構想調整会議の意⾒を聴く機会を設けている団体は17.0％（８団体）から61.7％（29団体）に
増加した。なお、検討中と回答した団体は27.7％（13団体）から10.6％（５団体）に減少した。

○都道府県の市町村が策定するプランに係る助⾔の実施状況については、実施している⼜は実施予定ありとする団体は74.5％（35団体）
から97.9％（46団体）に増加した。

都道府県庁内における部局間の連携
策定段階から地域医療構想調整会議の

意見を聴く機会を設けるかどうか
市町村のプラン策定に係る

助言の実施状況

連携
している

連携予定
あり

検討中 設けている
設ける予定

あり
検討中

実施
している

実施予定
あり

検討中

41
（87.2％）

6
（12.8％）

0
（0.0％）

8
（17.0％）

26
（55.3％）

13
（27.7％）

17
（36.2％）

18
（38.3％）

12
（25.5％）

（単位︓団体）

74.5%

97.9％

※第１回調査

※第２回調査
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第４ 経営強化プランの策定・点検・評価・公表

○ 関係地⽅公共団体は、上記２の点検・評価等の結果、経営強化プランに掲げた数値⽬標の達成が著しく困難である場合や、経営強化プ
ラン策定後に第８次医療計画の策定や地域医療構想の改定等により地域医療構想等と齟齬が⽣じた場合などには、抜本的な⾒直しを含め
経営強化プランの改定を速やかに⾏うべきである。

○ 経営強化プランは、病院事業担当部局のみではなく、⼀般会計の企画・財政担当部局や医療政策担当部局を含め、地⽅公共団体全体を
通じて関係部局が連携して策定することが望ましい。また、当事者である病院職員はもとより、関係する他の地⽅公共団体、医師派遣元
の⼤学や病院等、連携関係にある医療機関や地域の医師会等の関係者との意⾒交換を丁寧に⾏うとともに、その他の学識経験者や専⾨家
等の知⾒も活⽤することが望ましい。

○ 経営強化プラン策定後に議会、住⺠の理解を得るだけでなく、策定の各段階においても適宜、適切な説明を⾏い、⼗分な理解を得るよ
うに努めるべきである。

○ 策定した経営強化プランは、病院職員や関係部局をはじめ、地⽅公共団体内部での情報や⽅針の共有を徹底すべきである。あわせて、
速やかに公表し、住⺠に対して周知するものとする。

１ 策定プロセス

○ 関係地⽅公共団体は、経営強化プランの実施状況について概ね年１回以上点検・評価を⾏い、その結果を公表するものとする。評価の
過程においては、例えば有識者や地域住⺠等の参加を得て設置した委員会等に諮問するなどにより、評価の客観性を確保する必要がある。

○ この場合、この委員会等においては単に財務内容の改善に係る数値⽬標の達成状況のみならず、例えば、当該病院の医師・看護師等の
参加を求めて、公⽴病院として期待される役割・機能の発揮の状況等についても併せて評価、検証することが望ましい。

２ 経営強化プランの点検・評価・公表

○ 関係地⽅公共団体は、前項の点検・評価・公表に際し、⽴地条件や病床規模が類似した他の公⽴病院や⺠間病院等における状況等を併
せて明らかにするなど、当該公⽴病院の現状について住⺠が理解・評価しやすいよう、積極的な情報開⽰に努めるものとする。また、前
項の有識者等による委員会等の審議状況などについても報道機関に積極的に公開するなど、住⺠の関⼼をできる限り⾼める⼯夫を凝らす
ことが必要である。

３ 積極的な情報開⽰

４ 経営強化プランの改定

○ 総務省は関係地⽅公共団体の協⼒を得て、経営強化プランの策定状況及び実施状況を概ね年１回以上全国調査し、その結果を公表する。
５ 総務省における取組
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第５ 財政措置

○ 令和４年度及び令和５年度における経営強化プランの策定並びにその後の実施状況の点検・評価等に要する経費を地⽅交付税により措
置する。

１ 経営強化プランの策定等に係る措置

○ 公⽴病院の機能分化・連携強化に伴う施設・設備の整備等に要する経費について、病院事業債（特別分）を充当することとし、その対
象経費等を以下のとおり拡充する。
① 病院の整備費全体を対象経費とする要件の⾒直し

複数の病院を統合する場合のほか、複数病院の相互の医療機能を⾒直す場合で、かつ、基幹病院が医師派遣の増加等の⽀援を強化し、
救急医療等の地域において必要とされる不採算地区病院の機能を維持する場合（経営主体を統合する場合には統合に係る協定書等、経
営主体の統合を伴わない場合には連携協約等において、その旨が明⽰される場合に限る。）に、新たな基幹病院の整備費全体を対象経
費とする。

② システム関係の対象経費の拡充
経営統合に伴うシステム統合をする場合のほか、関係病院等間の医療情報の共有や医師等の働き⽅改⾰に必要となる情報システム等

の整備費を対象経費に追加する。
※ なお、新改⾰ガイドラインに基づく再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備等の継続分については、従前の例によるが、要件に
該当する場合には新たな財政措置に移⾏することも可能とする。

２ 機能分化・連携強化に伴う施設・設備の整備等に係る措置

○ 医師派遣等に係る特別交付税措置については、看護師等医療従事者の派遣や、診療所への派遣を対象に追加し、派遣元に対する措置を
拡充する。

３ 医師派遣等に係る措置

○ 関係地⽅公共団体における公⽴病院の経営強化が円滑に進められるよう、都道府県が地域医療構想等との整合性を確認した経営強化プ
ランに基づく取組を実施することに伴い必要となる経費（原則として令和４年度から令和９年度までの間に⽣じるものを対象とする）に
ついて、次のとおり財政上の措置を講じることとする。
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